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別表            

補助事業 事業種目 活動内容（対象内容） 補助率 補助限度額 

森林環境保全事業 

里山林保

全事業 

里山林の機能を維持するための活動（間伐、

皆伐、枝打ち、下草刈り、植林など） 

対象経費の 2分の 1以内の額 

（千円未満の端数は切り捨てる） 

10万円 

竹林整備

事業 

森林への侵入竹や荒廃竹林の皆伐、間伐、

除去、除去用薬剤散布に要する経費 

 

本事業は５年間継続して実施することがで

きる。 

なお、２年目以降は事業実施箇所面積の変

更は認めない。 

ただし、実施面積が減少する場合はこの限

りではない。 

 

①交付要綱第 2 条に規定する補助対

象者が実施 

1年目 1ａ（100㎡）あたり 10,000円 

2～5年目 1ａ（100㎡）あたり 5,000

円 

 

②交付要綱第 2 条に規定する補助対

象者が業者委託で実施 

1年目 委託経費の 2/3以内 

2～5年目 委託経費の 1/2以内 

（上記①②について、千円未満の端

数は切り捨てる） 

10万円 
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別表 

補助事業 事業種目 活動内容（対象内容） 補助率 補助限度額 

森林資源利活用事業 

原木椎茸

基盤整備

事業 

施設整備支援 

施設(ハウス、散水施設、人工ほだ場、ほ

だ化施設、運搬機、自動穿孔機、自動植菌

機、暖房機、浸水槽、保冷庫、包装機、スラ

イサーその他村長が認める施設)の新設・増

設又は更新 

 

対象経費の 3分の 2以内の額 

（千円未満の端数は切り捨てる） 

30万円 

原木椎茸

生産支援

事業 

種菌調達支援 

原木椎茸の生産における種菌の調達に要

した経費 

 

種菌購入金額の 1/4以内の額 

（千円未満の端数は切り捨てる） 
10万円 

原木調達支援 

原木椎茸の生産における原木の購入及び

自伐に要した経費 

 

購入原木１本あたり 50円 

自伐原木 1本あたり 20円 

（千円未満の端数は切り捨てる） 
10万円 

資源活用

支援事業 

施設整備支援 

竹木の利活用（竹木のチップ化、木質バ

イオマスなど）のための施設の新設・増設

又は更新及び資機材の購入 

 

対象経費の 3分の 2以内の額 

（千円未満の端数は切り捨てる） 

30万円 
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別表 

補助事業 事業種目 活動内容（対象内容） 補助率 補助限度額 

付帯活動支援事業 
付帯活動

支援事業 

森林環境保全事業及び森林資源利活用事業

の活動に必要な経費 

（森林調査・見回り、機械の取扱講習、安全

講習、施業技術に関する講習、傷害保険代、

施設整備に係る測量・設計に要する経費、

刈り払機、チェーンソー、なた、のこぎり、

安全装備品等の購入経費） 

 

対象経費の 2分の 1以内の額 

（千円未満の端数は切り捨てる） 

5万円 

 

 

注１）里山林保全事業、竹林整備事業、原木椎茸基盤整備事業、資源活用支援事業を実施した者は、事業完了年度の翌年度から起算 

して５年間は同一の補助金事業を申請できません。 

注２）原木椎茸生産支援事業は、補助金申請年度の翌年度から起算して２年間は同補助金事業を申請できません。 

注３）原木椎茸生産支援事業については、原木及び種菌調達年度の翌年度４月１日から９月末までを補助金申請期間とします。 

注４）南山城村原木椎茸生産施設補助金交付要綱（令和元年１０月１１日要綱第３３号）に基づく補助金事業を実施した者は、当該 

補助金事業完了年度の翌年度から起算して５年間は原木椎茸基盤整備事業を申請できません。 

注５）付帯活動支援事業は、森林環境保全事業又は森林資源利活用事業の活動を効果的に実施するために必要な場合に限り実施する 

ことができるものとし、付帯活動支援事業のみでは支援対象となりません。 
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【補助対象経費】 

 

 本事業に直接関係する次に掲げる経費のうち、村長が必要かつ適切と認める経費。 

 ※他の補助金、助成金等の交付を受けている経費は補助対象外とする。 

 

費 目 内 容 

謝金 外部専門家等への謝金 

旅費 事業活動に必要な旅費・交通費 

外部専門家等の招へいに係る旅費・交通費 

材料費・消耗品費 事業実施に必要な資材・部品・消耗品等の購入に要する経

費 

※取得単価１０万円未満（税込）に限る 

印刷製本費 資料、周知用チラシ、パンフレット等の印刷、製本に要した

経費 

通信運搬費 補助事業の実施に直接必要な物品の運搬、データの送受信

等の通信・電話料、機械装置等運送費、案内等の郵送費 

光熱水料 補助事業の実施に直接使用する機器等の運転に要する電

気、ガス及び水道等の経費 

委託料 デザイン、コンサルティング等に要する経費、施設整備に

係る測量・設計に要する経費 

工事請負費 施設整備に要する経費 

機械装置の設置に要する経費 

備品購入費 機械装置及び設備・備品の購入費 

機械装置及び設備・備品の制作・改造に要する経費 

その他直接経費 会議のための会場使用料、通訳料、翻訳料、展示会等出展費

用、有料道路通行料、設備・備品の賃借料、保険料 等 

 

 

【補助対象外経費】 

  

（ア） 補助事業の目的遂行に必要と認められない経費 

・不動産取得に関する経費 

・補助事業の遂行中に発生した事故・災害の処理のための経費 

・事業実施に必要のない外国旅費等（特に外国旅費については、補助事業の目的達 

成のために必要不可欠なものに限る。） 

・補助事業者が負担する経費振込手数料 

・特許取得に係る費用 

・知的財産の維持管理に係る経費 
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・補助事業に直接係わらない事務的な打ち合わせに係る経費 

・学会年会費、為替差損に係わる経費等 

・借入金などの支払利息及び遅延損害金 

・自らの機関の経理事務に従事する場合の人件費、及び経理事務のために発生した 

経費 

・その他、補助事業の遂行に関係のない経費（例えば、酒、煙草、手土産、接待費 

等。イベントや学会等への参加費に懇談会費・食事代等が含まれている場合は、参

加費のみが計上可能。） 

 

（イ） 一般的に合理的と認められる範囲を超える経費 

・タクシー料金、鉄道のグリーン料金、航空機のビジネスクラス料金等（タクシーの

使用は明確かつ合理的な理由があれば認められる場合がある。）  

・鉄道料金及び航空機料金について、運賃、時間、距離等の事情に照らし、最も経済

的かつ合理的と認められる範囲を超える運賃 

・社会通念上相当と認められる範囲を超える日当及び宿泊費 

・その他、公的な資金の使途として社会通念上、不適切と認められる経費 

 

（ウ） 補助事業対象期間外の経費 

・交付決定日以前に発注した経費、又は、補助事業完了後に発注した経費。 

ただし、補助事業期間終了前 1か月以内にやむを得ず調達を行う場合などで、支払いが

補助期間外となる相当の事由を証明した場合は、経費計上できる（例：人件費に関し

て、謝金等の支払いが月末締めの翌月になる場合）。 


